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カギを握りそうな「利用者支援事業」

1. 利用者支援事業とは、子育て中あるい
は妊娠中の人を対象に、情報提供や関
係機関との連絡調整を行うとともに、
関係機関の連携体制づくりや社会資源
の開発などを行うもの

2. 「基本型（情報提供と地域の連携体制
づくり）」「特定型（情報提供のみ）
」「母子保健型（保健師の本来業務に
近い）」あり
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カギを握りそうな「利用者支援事業」

3. 特定型と母子保健型は行政が実施、基
本型は行政以外の施設等で実施

4. 利用者支援事業の連携先に「指定障害
児相談支援事業所」あり

5. 実際の実施については、地域の子育て
支援拠点などを想定

6. 行政が計画に基づき供給体制を整備、
利用者支援事業が適切な支援サービス
等を紹介し、資源開発するイメージ
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これからの展望は・・

１ 児童発達支援を活用して、保育所で

の受入れが難しい子どもの保育ニーズ

を充足する取組みも出てきている

→ 児童発達支援 ＋ 日中一時 など

２ 逆に、訪問型保育を活用して、通園

が難しい子ども（重心児など）を個別

に保育する取組みも

→ 看護師による訪問保育の実施 など
39
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これからの展望は・・

３ 相談支援（ソーシャルワーク）の観

点からは、児童福祉法の障害児支援サ

ービスだけでもなく、子ども・子育て

支援新制度の障がい児関連施策だけで

もなく・・という視点が重要では
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そのためにも、子ども・子育て支援新制度
を十分に把握しておくことが求められる
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「これから」を考えるキーワード

1. 多くの地域で基盤整備に苦慮している
重症心身障がい児者の日中活動系サー
ビス

2. 平成２４年４月に「児童福祉法に基づ
く主に重症心身障害児を通わせる児童
発達支援の事業等を介護保険法令に基
づく療養通所介護事業所において実施
する場合の取扱について」を発出
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介護保険制度とのコラボレーション
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「これから」を考えるキーワード

3. この仕組みを活用することで、通所療
養介護（定員９名）の中に重心対応の
児童発達支援・放課後等デイ・生活介
護（定員５名以上）を設定可能

4. 重心児者の利用人数が５名以下の場合
は、療養通所介護事業の定員９名を超
えない範囲で要介護者４名以上を受け
入れることが可能
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介護保険制度とのコラボレーション
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他制度とのコラボには
タテの制度をヨコに
貫く庁内調整が不可欠

これからは市区町村
の時代です！！
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変わるもの、変わらないもの

変わらない支援
本人に寄り添った支援、地域生活の推進など

変わる制度
措置 → 支援費 →

自立支援法 → 総合支援法
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ご清聴いただき
ありがとう
ございました
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ご参考まで・・（その１）

○ 全日本手をつなぐ育成会

これまでの社会福祉法人から、運動体として生まれ
変わります。

http://zen-iku.jp/
または、「全日本手をつなぐ育成会」で検索していた
だくとたいがいはトップで表示されます。
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ご参考まで・・（その２）

○ あたらしいほうりつの本
又村が書いた初めての単行本が出ました！
できるだけ読みやすく、障害福祉サービスや年金・
手当などの概要や手続きのながれを解説しています

お求めは、（公財）日本発達障害連
盟、または書店「すぺーす９６」の
ホームページから！


